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教育委員会名 教育長 教育委員会名 教育長

向日市 山 本 真 也 亀岡市 川 勝 哲 也

長岡京市 西 村 文 則 南丹市 國 府 常 芳

大山崎町 南 顕 融 京丹波町 松 本 和 久

宇治市 木 上 晴 之 綾部市 小 林 治

城陽市 薮 内 孝 次 福知山市 廣 田 康 男

八幡市 川 中 尚 舞鶴市 廣 瀬 直 樹

京田辺市 山 岡 弘 高 宮津市 山 本 雅 弘

木津川市 竹 本 充 代 京丹後市 松 本 明 彦

久御山町 内 田 智 子 伊根町 岩 佐 好 正

井手町 中 田 邦 和 与謝野町 長 島 雅 彦

宇治田原町 南 亮 司
与謝野町宮津市

中学校組合
長 島 雅 彦

精華町 川 村 智

相楽東部
広域連合

竹 花 真 治

１１　京都府市町（組合）教育委員会 教育長一覧

（令和８年４月１日現在）
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・京都府総合計画～あたたかい京都づくり～

・第２期京都府教育振興プラン～教育環境日本一を目指して～

を踏まえた施策を展開

令和８年度教育委員会重点施策

京都府教育委員会 事務概要（令和８年度） 別冊

豊かな学びの創造と確かな学力の育成

豊かな人間性の育成と多様性の尊重

健やかな身体の育成

学びを支える教育環境の整備

文化財の保存・継承・活用

学校・家庭・地域の連携・協働と社会教育の推進

子育て環境日本一・京都の実現

６

総合計画の重点ビジョン

文化の力で世界に貢献する京都の実現総合計画の重点ビジョン

１

２

３

４

５



生徒主導で企画・立案した学びの魅力創造に繋がる取組を支援
対 象：全府立高校（分校・学舎含む）
活動費：上限１００万円（企画提案書の内容に応じて決定）

高校生発案型クリエイティブハイスクール創造事業新

英会話どこでもレッスン事業新
全府立高校の１年生を対象に生成AI英語アプリを導入
（主な機能）
リスニング強化、課題の自動生成、即時フィードバック、習熟度別の問題作成 等

１

予算額 
 57百万円

予算額 
 52百万円

未来を担う高校生育成プロジェクト

① 豊かな学びの創造と確かな学力の育成

京都のほんまもんの価値を学ぶ「京都学」講座の開設準備
対 象：普通科（全校実施）
教科等：総合的な探究の時間（必履修３単位の内、１単位を充てる）
講座例：京都の歴史や文化に関する講演、史跡の探究  等

「高校生のための京都学」講座の開設新

 府立高校「未来の教室」事業新

Ｒ８は府内５校程度で
試行実施!!

予算額 
 1百万円

予算額 
 240百万円 全府立高校に3年で整備

府立高校の普通教室にインタラクティブ型の電子黒板を整備
＜活用イメージ＞
複数校による合同授業、大学の講義への参加、企業講演の配信等



語学力・成績不問の産学公連携による海外探究留学支援制度を創設
※国の「トビタテ！留学ＪＡＰＡＮ」制度の地方版

京の高校生「海外探Ｑ留学」応援事業新

対象者 府内すべての高校生等
（府立・市立・私立・特別支援学校高等部・高等専門学校・専修学校高等課程）

コース
・

支援人数
（予定）

京の高校生探究コース（８０名）
＜探究分野＞文化・歴史・観光／環境・自然／産業・メディア／健康・安全など

全国共通コース（２０名）
＜探究分野＞社会探究・STEAM探究・スポーツ・芸術探究・マイ好奇心探究

支援金額 ２７０千円～８３０千円
※留学地域・期間や家計の所得状況によって変動

２

府立高校生海外留学支援

語学力向上に向け英語を公用語とする国への短期・中期留学費用を支援
（エディンバラ（英）、アデレート（豪）等）

予算額 
 22百万円

予算額 
 50百万円

高校生の海外留学支援

① 豊かな学びの創造と確かな学力の育成



「京都探究エキスポ」の開催

府立・市立高校等が一堂に会し、学びの成果

を発表する京都探究エキスポを開催

（R７：参加校55校・参加者約1,300人）

～京の高校生探究パートナーシップ事業～

府立・京都市立高校の生徒達が交流し学びを深めていくことで、未来を切り

拓く人材の育成に繋げていくことを目指す。

「京都探究クエスト」の開催

京都が世界に誇る歴史的建造物等の文化財を

舞台に、世界を見つめ、自分を深く問いなお

す交流会を開催

（Ｒ７）１日目：北部・智恩寺（天橋立）、南部・西芳寺

２日目：清水寺
３

＜天橋立で探究する様子＞

予算額  7百万円

京の高校生探究パートナーシップ事業

＜国立京都国際会館での発表の様子＞

① 豊かな学びの創造と確かな学力の育成



４

～「学び・繋がる未来の扉」京都プロジェクト～

経済的条件・地域条件に関わらず全ての子どもの夢を応援し、国際的に活躍したり、
地域社会の発展に貢献する人材へと育ってもらうための教育環境をつくるプロジェクト

「学びのＷＥＢラボ」の活用

大学・企業と連携し、異なる学校の生徒が

地理的制約を越えオンライン等で学び合う

場を構築

（取組例:気象・ロボット・プログラミング・宇宙等）

＜交流会の様子＞ ＜プログラミング＞

府立学校どこでもスペシャル講座の開催

他校の特別講義や大学連携講義等をオンラインで受講できる機会を創出

Ｒ８から京都市立高校とも連携!!

配信校 実施内容 参加校

Ｒ６ 洛北高校 二次方程式の不思議 山城高校ほか４校

Ｒ７ 南陽高校 ゴリラの学び 人間の学び 西城陽高校

＜主な開催実績＞

予算額 
 1.5百万円

予算額 
 1.5百万円

「学び・繋がる未来の扉」京都プロジェクト

① 豊かな学びの創造と確かな学力の育成



令和５年度から本格実施した学びのパスポートを活用し、児童生徒の学力向上や
非認知能力の変容に繋げる教育システムを展開

【参考：学びのパスポート】※全国初

小４～中３を対象に全員ＣＢＴで実施するとともに、学力の伸びが把握可能なＩＲＴ手法を組み合わせた調査

※ＣＢＴ:コンピュータやタブレットを用いて行う調査方式

※ＩＲＴ: 問題や受験者が異なる場合であっても、問題の難易度をものさしとして調査結果を比較可能にする理論（英検等で活用）

※パネルデータ：児童生徒１人１人の変化を継続的に把握する手法

京都府学力・学習状況調査（学びのパスポート）の実施

５

小学校４年生時 小学校５年生時

難易度3.0の問題を誤答 難易度3.0の問題を正答学力アップ

小学校４年生時に間違えた難易度3.0の問題を、小学校５年時に正答したことから、学力が
伸びたと判断できる。

※「非認知能力の変容」もパネルデータにより把握していく。

※パネルデータにより追跡

「学力の伸び」の把握方法
＜担任からデータの見方を説明＞

予算額 
 46百万円

個別最適な学びの充実

① 豊かな学びの創造と確かな学力の育成



教育と福祉の総合的な連携による、切れ目
ない支援の充実に向けた校舎整備 ＜完成イメージ＞

令和９年９月に新校舎へ移転向日が丘支援学校の整備推進
予算額 
 6,675百万円

12

特別支援教育の推進

② 豊かな人間性の育成と多様性の尊重

スクールカウンセラーや、まなび・生活アドバイザー

（スクール・ソーシャル・ワーカー）等を学校へ配置

市町村の教育支援センターにスクールカウンセラー等を配置し、
学校内外を問わない個々の状況に応じた支援を実施

スクールカウンセラー等の配置

心の居場所サポーターの配置

全ての学校に配置

児童生徒への別室（相談室等）での学習支援や相談を実施

（教員や臨床心理士を志望する大学生等を任用）

不登校児童生徒へのアウトリーチ支援

６

予算額 
 349百万円

予算額 
 67百万円

予算額 
 19百万円

いじめ防止・不登校支援等



児童生徒や学校の実態に即して、児童生徒の確かな
学力を定着させる「京都式少人数教育」を引き続き実施

～京都式少人数教育～

（小学校）１・２年生 ２人の教員による指導が実施可能な教員を配置

３～６年生 30人程度の学級編制が可能な教員を配置

※市町村や学校が少人数授業、ﾃｨｰﾑﾃｨｰﾁﾝｸﾞ又は少人数学級を選択

（中学校）35人を超える学級規模の解消又は習熟度別授業が充実できる教員を配置

予測困難な社会を生き抜く力として重要な外国語や

理系教育の指導体制を強化するため、理科及び英語

を中心とした専科教員を拡充

【Ｒ８：１１５名程度（前年度比＋５名）】

  小学校教科担任制の推進

京都式少人数教育の推進

拡

７

予算額 
 760百万円

予算額 
 3,766百万円

令和の京都式教育指導体制の推進

② 豊かな人間性の育成と多様性の尊重



８

  地域部活動の推進

少子化が進む中でも将来にわたり子ども達が望むスポーツに親しむことができる

機会を確保するとともに、幼少期における基礎運動能力の向上を図る

拡

部活動の地域展開に向けた市町の準備経費を支援

【Ｒ８：１２市町程度（Ｒ７：９市町）】

Ｒ８から平日の地域展開を
支援対象に拡充

  京のアスたまプロジェクト

府内全域において、幼少期からの基礎運動能力向上を図るプログラムを実施
対 象：年長及び小学校１～３年生までの幼児・児童
規 模：1,500人程度（１学年60人程度×２５校（園））

新

予算額 
 39百万円

予算額 
 2.5百万円

スポーツに親しむことができる環境づくり

③ 健やかな身体の育成



９

  学校給食費負担軽減支援事業

物価高騰が続く中、子育て世帯への支援を強化する観点から、小学校段階におけ

る「学校給食費の抜本的な負担軽減」を国が決定

支 援 対 象：給食を実施する公立小学校等 ※府内３７５校 約１１万人

 （義務教育学校前期課程・特別支援学校小学部含む）

支援基準額：小学校・義務教育学校前期課程 ５，２００円／月

特別支援学校小学部 ６，２００円／月

新 予算額 
 6,306百万円

学校給食費の抜本的な負担軽減

③ 健やかな身体の育成



初任者の業務負担軽減及び育成のために非常勤講師を配置し、
教育の質の向上を図る
（担任業務、授業準備、校務分掌、生徒指導等）

10

初任者（教員）への支援

教職志願者向け奨学金支援制度

北部地域における教員不足を解消するため、日本学生支援機構の奨学金
の返還金を一部補助

対 象 者 北部採用枠で合格した新卒採用者

支援内容
卒業前２年間の第一種奨学金貸与額を

上限とし、１０年間に分けて補助

※北部：中丹以北の地域

教員業務支援員を配置し、教員が教材研究等に注力できる環境を確保

教員業務支援員の配置

＜支援事例＞
学校行事や式典準備、学習プリントや家庭への配布物の印刷 等

教員を目指す大学生等を積極的に採用し、
人材確保にも繋げる

予算額 
 456百万円

予算額 
 260百万円

予算額 
 3百万円

学校における働き方改革と教員の人材確保

④ 学びを支える教育環境の整備



～あんしん「子育てー教育」京都プロジェクト～

市町村と連携し、産前から成人までの子を持つ親の「子育てから教育」の悩みに寄り添い、解決に

導くなど、安心して子育てができる環境づくりに取り組むプロジェクト

保護者の不安や悩みに寄り添い、解決に導くための「子育てー教育
コンシェルジュ」を設置し、子育て・教育相談の体制を構築

トータルアドバイスセンター 専門家チーム

〇子育て世代の教育相談を実施

・電話・メール相談

・来所・巡回相談

電話相談は24時間365日対応

〇府立学校や市町村教育委員会から
の困難事案に係る相談対応

〇ﾄｰﾀﾙｱﾄﾞﾊﾞｲｽｾﾝﾀｰと連携して相談内
容の解決に向けた専門的支援

【チーム構成】

・学校問題解決支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ（教員OB等）

・スクールロイヤー（法律専門家）

「子育てー教育コンシェルジュ」の設置

11

連携

予算額 
 7百万円

あんしん「子育てー教育」京都プロジェクト

⑤ 学校・家庭・地域の連携・協働と社会教育の推進



丹後郷土資料館のリニューアル整備

丹後地域の歴史・文化の探訪と観光の拠点施設となるハブ・ミュージアム
を目指し、リニューアルを実施

令和７年度：収蔵庫新設・本館改修・新館新設工事
令和８年度：本館改修・新館新設工事

＜新館から望む天橋立＞

～丹後郷土資料館リニューアルの概要～

＜外観イメージ（東南側）＞

地域に受け継がれた「丹後の歴史」と「未来」との融合

①歴史と重厚感ある「本館」は存置しリノベーション

②公開承認施設への対応など新たな機能と、天橋立を
望む空間を備えた「新館」を建築

整備のコンセプト

ポイント

スケジュール（予定）

12

予算額 
 762百万円

文化財を核とした地域づくり

⑥ 文化財の保存・継承・活用
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１　組織 

京都府警察は、次の組織図のとおり警察本部（７部）、サイバー対策本部、京都市警察部、警察学校及び警察署 
24署から成っている。 

 
　　京都府警察組織図 
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２　定員 

　　府条例で定められている定員は、次のとおりである。 

　警 察 官 　警　　視      179

 　警　　部  　　398

 　警 部 補    1,930

 　巡査部長 　 1,996

 　巡　　査    2,057

　　計  　6,560

　警察官以外の職員      657

  合　　　　　　計    7,217

３　所掌事務 

　(1) 警察本部 

　　ア　総務部 

　　　○  公安委員会の庶務に関すること。 

　　　○  機密に関すること。 

　　　○  公印の管守に関すること。 

　　　○  公文書類の接受、発送、編集及び保存に関すること。 

　　　○  事務能率の増進に関すること。 

　　　○  警察統計（犯罪統計を除く。）に関すること。 

　　　○  広報に関すること。 

　　　○  情報の公開に関すること。 

　　　○  個人情報の保護に関すること。 

　　　○　予算、決算及び会計に関すること。 

　　　○　財産及び物品の管理及び処分に関すること。 

　　　○　会計の監査に関すること。 

　　　○　警察装備に関すること。 

　　　○　留置施設に関すること。 

　　　○　被疑者の取調べの適正を確保するための監督の措置に関すること。 

　　　○　前記に掲げるもののほか、他の部又は機関の所掌に属しない事務に関すること。 

　　イ　警務部 

　　　○　人事、定員及び給与に関すること。 

　　　○　警察官の職務に協力援助した者の災害給付に関すること。 

　　　○　犯罪被害者等給付金に関すること。 

　　　○　オウム真理教犯罪被害者等を救済するための給付金の支給に関する法律（平成20年法律第80

号）第３条第１項に規定する給付金に関すること。 

　　　○　国外犯罪被害弔慰金等の支給に関する法律（平成28年法律第73号）第３条に規定する国外犯罪

被害弔慰金等に関すること。 

　　　○　福利厚生に関すること。 

　　　○　警察教養に関すること。 

　　　○　監察に関すること。 

　　ウ　生活安全部 

　　　○　犯罪、事故その他の事案に係る市民生活の安全と平穏に関すること。 

　　　○　犯罪の予防に関すること。 

　　　○　少年非行の防止に関すること。 

　　　○　保安警察に関すること。 



- 3 -

　　エ　地域部 

　　　○　地域警察に関すること。 

　　　○　前記に掲げるもののほか、警らに関すること。 

　　オ　刑事部 

　　　○　刑事警察に関すること。 

　　　○　国際捜査共助に関すること。 

　　　○　犯罪鑑識に関すること。 

　　　○　犯罪統計に関すること。 

　　　○　暴力団対策に関すること。 

　　　○　薬物及び銃器に関する犯罪の取締りに関すること。 

　　　○　組織犯罪の取締りに関すること（他部の所掌に属するものを除く。）。 

　　　○　犯罪による収益の移転防止に関すること。 

　　カ　交通部 

　　　○　交通警察に関すること。 

　　キ　警備部 

　　　○　警備警察に関すること。 

　　　○　警備実施に関すること。 

　　　○　機動隊に関すること。 

　　　○　災害警備に関すること。 

　　　○　緊急事態に対処するための計画及びその実施に関すること。 

　　　○　警衛に関すること。 

　　　○　警護に関すること。 

　(2) サイバー対策本部 

　　○　サイバー対策に関すること。 

○　犯罪の取締りのための情報技術に係る解析の支援に関すること。 

　(3) 京都市警察部 

　　○　京都市及び関係機関との連絡調整に関すること。 

　　○　京都市の区域内に係る事務につき、警察本部長が別に定めるもの。 

　(4) 警察学校 

　　○　基本課程の教養に関すること。 

　　○　専門課程の教養に関すること。 

　　○　一般職員課程の教養に関すること。 

　　○　学校施設の維持管理に関すること。 
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４　令和８年度警察費予算一覧表                         　　　　　　　　　  （単位：千円） 

科　　　　　　目 予　　算　　額 説　　　　　　　　　　　　　明

 第９款　警察費 　　　　84,989,654  
   

   第１項　警察管理費 　      82,873,361  
         
     第１目　公安委員会費         　　17,641 　　公安委員会の運営に要する経費 

   
     第２目　警察本部費 　　　　77,790,506 　　警察官及び職員の給与並びに警察の 
  　一般運営に要する経費 

   
     第３目　装　備　費       　　 737,300 　　警察車両、ヘリコプター等の維持管 
  　理に要する経費 

   
     第４目　警察施設費   　　   4,291,672     交通安全施設の整備並びに警察施設　
  　の建替及び維持管理に要する経費 
  　 
　　 第５目　恩給及び退職  　　　　　 36,242 　　元警察職員の恩給及び扶助料に要す 
　　　　　　 年金費  　る経費 

   
 　第２項　警察活動費   　　　 2,116,293  

   
     第１目　警察活動費   　　　 2,116,293     警察活動に要する経費

 
５　刑法犯の認知・検挙状況 

　(1) 全刑法犯　 

 令　和　６　年 令　和　７　年 増　　減

区 分 

認知件数 検挙件数 認知件数 検挙件数 認知件数 検挙件数

凶悪犯 133 118 111 104 -22 -14

粗暴犯 926 809 953 788 27 -21

窃盗犯 8,267 3,316 8,355 3,493 88 177

知能犯 719 404 837 351 118 -53

風俗犯 439 394 490 466 51 72

その他 1,575 773 1,652 769 77 -4

合　計  12,059  5,814 12,398 5,971 339 157
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　(2) 重要犯罪　 

 令　和　６　年 令　和　７　年 増　　減
区　分 

認知件数 検挙件数 認知件数 検挙件数 認知件数 検挙件数

殺　人 9 7 7 9 -2 2

強　盗 21 21 24 20 3 -1

放　火 17 16 10 10 -7 -6

不同意性交等 86 74 70 65 -16 -9

不同意わいせつ 132 112 137 114 5 2

略取・誘拐 8 7 16 16 8 9

合　計 273 237 264 234 -9 -3

 

　(3) 重要窃盗犯　 

 令　和　６　年 令　和　７　年 増　　減
区  分 

認知件数 検挙件数 認知件数 検挙件数 認知件数 検挙件数

侵  入  盗 384 306 421 447 37 141

住宅対象 148 105 155 171 7 66

そ の 他 236 201 266 276 30 75

自 動 車 盗 50 15 61 18 11 3

ひったくり 10 12 8 7 -2 -5

す   り 16 17 23 5 7 -12

合　計 460 350 513 477 53 127

 (注)　侵入盗の「住宅対象」とは、空き巣、忍込み、居空きをいう。 
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　(4) 街頭犯罪　 

 令　和　６　年 令　和　７　年 増　減
区　分 

認知件数 検挙件数 認知件数 検挙件数 認知件数 検挙件数

強　盗 10 11 10 11 ±0 ±0

恐　喝 13 10 15 15 2 5

不同意わいせつ 32 30 41 29 9 -1

ひったくり 10 12 8 7 -2 -5

車上ねらい 420 218 365 95 -55 -123

自販機ねらい 40 33 38 3 -2 -30

自動車盗 50 15 61 18 11 3

オートバイ盗 330 102 285 71 -45 -31

自転車盗 2,997 276 2,958 187 -39 -89

部品ねらい 187 14 230 38 43 24

器物損壊等 272 84 298 68 26 -16

合　計 4,361 805 4,309 542 -52 -263

（注）「強盗」「恐喝」「不同意わいせつ」「器物損壊等」については、屋外で発生したものを計上している。

   

６　組織犯罪の検挙状況等 

  (1) 暴力団犯罪　 

 令　和　６　年 令　和　７　年 増　　減
区　分 

検挙件数 検挙人員 検挙件数 検挙人員 検挙件数 検挙人員

 殺　人 0 0 0 0 ±0 ±0
 
 強　盗 2 10 2 2 ±0 -8
 
 不同意性交等 0 0 0 0 ±0 ±0
刑 
 傷　害 21 27 8 10 -13 -17
 
法 恐　喝 7 11 8 9 1 -2
 
 窃　盗 58 20 32 11 -26 -9
犯 

詐　欺 40 29 21 19 -19 -10

その他 64 43 26 29 -38 -14

小　計 192 140 97 80 -95 -60

 特 銃刀法 1 0 1 0 ±0 ±0
 
別 覚醒剤取締法 89 54 74 34 -15 -20
 
法 その他 83 49 41 20 -42 -29
 
犯 小　計 173 103 116 54 -57 -49

合　　計 365 243 213 134 -152 -109
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　(2) 特殊詐欺　 
 

 令　和　６　年 令　和　７　年 増　　減
手口別 

認知件数 検挙人員 認知件数 検挙人員 認知件数 検挙人員

オレオレ詐欺 62 10 160 8 　98 -2

預貯金詐欺 18 2 39 6 21 4

架空料金請求詐欺 26 4 24 3 -2 -1

還付金詐欺 14 2 10 1 -4 -1

キャッシュカード 75 15 49 13 -26 -2
 詐 欺 盗

そ の 他 6 1 10 1 4 ±0

合　　計 201 34 292 32 91 -2

(注)その他は、融資保証金詐欺、金融商品詐欺、ギャンブル詐欺、交際あっせん詐欺及びその他 　　の特殊詐欺を含む。 
　 
　(3) 来日外国人による犯罪　 

 令　和　６　年 令　和　７　年 増　　減
区　分 

検挙件数 検挙人員 検挙件数 検挙人員 検挙件数 検挙人員

 凶悪犯 3 7 5 5 2 -2
 
 粗暴犯 13 13 21 19 8 6
刑 
 窃盗犯 124 50 220 60 96 10
 
法 知能犯 4 5 21 6 17 1
 
 風俗犯 4 4 11 10 7 6
犯 
 その他 30 29 46 31 16 2
 

小　計 178 108 324 131 146 23

特 入管法 32 19 36 29 4 10
 

別 覚醒剤取締法 0 0 3 2 3 2
 

法 その他 33 37 24 25 -9 -12
 

犯 小　計 65 56 63 56 -2 ±0

合　　計 243 164 387 187 144 23
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　(4) 拳銃等の押収状況　 

 　押収丁数 　　増　　減
区　分 

暴力団以外 暴力団以外

   
令和６年 ８ 　前年対比 

８    
-５ 

                       
令和７年 ３ 

３ -５

 
 

  (5) 薬物事犯の検挙状況　　 

 令　和　６　年 令　和　７　年 増　　減
区　分 

検挙件数 検挙人員 検挙件数 検挙人員 検挙件数 検挙人員

覚醒剤 215 136 227 131 12 -5

譲渡受 7 4 7 5 ±0 1

所　持 75 42 83 50 8 8

使　用 132 89 133 74 1 -15

密輸入 0 0 0 0 ±0 ±0

その他 1 1 4 2 3 1

麻薬・あへん 46 20 37 13 -9 -7

大　麻 279 221 297 220 18 -1

合　計 540 377 561 364 21 -13

(注)その他は、麻薬特例法違反での検挙で覚醒剤事犯に関するものを含む  
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７　風俗事犯等の検挙状況 

  (1) 風俗事犯等 

 令和６年 令和７年 増　　減
区　　　　分 

件 数 人 員 件 数 人 員 件 数 人 員

 風 営 適 正 化 法 事 犯 14 17 14 21 ±0 4 
風 

 売 春 防 止 法 事 犯 8 9 5 5 -3 -4 
俗 

 わ い せ つ 事 犯 4 3 5 4 1 1 
事 

 そ の 他 13 16 7 23 -6 7 

犯 
小  　　　　 計 39 45 31 53 -8 8 

雇
 出入国･難民認定法事犯 6 2 5 7 -1 5 

用
 

事
 労基法･職安法事犯 0 0 1 1 1 1 

犯
 

小　　　    計 6 2 6 8 ±0 6 

合     　　　　計 45 47 37 61 -8 14 
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　(2) 生活経済事犯・環境事犯 

 令　和　６　年 令　和　７　年 増  減
区　　　　　　分 

件 数 人 員 件 数 人 員 件 数 人 員

 悪 質 商 法 事 犯 11 12 20 18 9 6 

 

生
 保 健 衛 生 事 犯 14 15 8 3 -6 -12 

活
 

経
 金 融 事 犯 9 7 25 8 16 1 

済
 

事
 知的財産権侵害事犯 12 18 25 12 13 -6 

犯
 

そ の 他 経 済 事 犯 8 9 17 11 9 2 

小　　　　　　計 54 61 95 52 41 -9 

環 環 境 事 犯 193 212 172 188 -21 -24 

境 

事 そ の 他 主 管 法 令 7 8 4 5 -3 -3 

犯 

小　　　　　　計 200 220 176 193 -24 -27 

合 　　　　    計 254 281 271 245 17 -36 
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８　少年非行の概況 

区　　　　分 令和６年(人) 令和７年(人) 増  減

  犯 罪 少 年 450 449 -1 

非  

 刑 法 犯 触 法 少 年 196 285 89 

 

行 小　　　計 646 734 88 

 

  犯 罪 少 年 129 146 17 

少  

 特別法犯 触 法 少 年 20 37 17 

 

年
 小　　　計 149 183 34 

ぐ 犯 少 年 3 3 ±0 

      合　　　       計 798 920 122 

区　　　　分 令和６年(人) 令和７年(人) 増  減

刑法犯総検挙人員(成人を含む。) 4,022 4,096 74 

うち犯罪少年の検挙人員 450  449  -1  
（割合） （11.2％） （11.0％） （-0.2Ｐ）

窃盗犯総検挙人員(成人を含む。) 1,957 2,039 82 

うち犯罪少年の検挙人員 237  270  33  
（割合） （12.1％） （13.2％） （1.1Ｐ）

街頭犯罪総検挙人員(成人を含む。) 552 537 -15 

うち犯罪少年の検挙人員 125  146  21  
（割合） （22.6％） （27.2％） （4.6Ｐ）

区　　　　分 令和６年(人) 令和７年(人) 増  減

不 良 行 為 少 年 33,528 32,553 -975 

薬 物 乱 用 少 年 56 45 -11 
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  ９　交番、警ら用無線自動車、航空機等の現況（令和８年４月末現在） 

    (1) 交番・駐在所等 

交　番　等 交　　番 駐 在 所 警備派出所 合 　計

箇　　　所 192 98 ５ 295

    (2) 交番相談員 

配 置 先 等 配置警察署 配置交番 交番相談員数

配 置 数 24 158 158

    (3) 警ら用無線自動車 

配　置　先 機 動 警 ら 課 各 警 察 署 合　　　 計

台　　　数 23 77 100

    (4) 航空機及び船舶 

種　　　別 ヘ リ コ プ タ ー 船　　　　　　　　　舶

配　備　先 警 備 第 一 課 舞 鶴 署 宮 津 署 計

機（隻）数 ２ １ １ ２

 

　10　110番受理状況 

 令和６年 令和７年 増　　　減

区　　　分 

件　　数 １日平均 件　　数 １日平均 件　　数 １日平均

総 受 理 件 数 279,427 763 296,613 813 ＋17,186 ＋50

有効受理件数 227,512 622 242,777 665 ＋15,265 ＋43

 

  11　雑踏警備実施状況（令和７年中） 

種　　　別 祭　礼　等 公 営 競 技 合 計

人 出 数 5,096,505 1,962,920 7,059,425

従事警察官数 12,299 1,172 13,471

 　                                                                 （注）　数値は延べ概数である。 
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 12　交通事故の概要 
 　(1) 交通事故の発生状況  

   増　　　　　減
区　　　　分 令和６年 令和７年

増減数 率（％）

発生（件） 3,745 3,586 －159 －4.2

死者（人） 52 49 －3 －5.8

負 重傷者（人） 806 836 30 ＋3.7
 
傷 軽傷者（人） 3,427 3,222 －205 －6.0
 
者 計 4,233 4,058 －175 －4.1

　 (2) 交通死亡事故の特徴  

 令和６年 令和７年 増　　減
区　　　　分 

構成比(%) 構成比(%) 増減数 率（％）

 子供（ 15歳以下） ０ ０ ±０
 年齢別

 若年者（16～24歳） ５ 9.6 ５ 10.2 ±０（人）
 

高齢者（65歳以上） 29 55.8 24 49.0 －５ －17.2

 歩 行 中 等 20 38.5 14 28.6 －６ －30.0
 

状態別
 自 動 車 乗 車 中 11 21.2 ９ 18.4 －２ －18.2

（人）
 

二 輪 車 乗 車 中 15 28.8 14 28.6 －１ －6.7 
       

一般原付乗車中 ３    5.8 ６ 12.2 ３ 100.0

自 転 車 乗 車 中 ３ 5.8 ６ 12.2 ３ 100.0

 京 都 市 域 21 40.4 24 49.0 ３ 14.3地域別
 （人）

京 都 市 域 外 31 59.6 25 51.0 －６ －19.4

 昼 間 27 51.9 30 61.2 ３ 11.1時間別
 （人）

夜 間 25 48.1 19 38.8 －６ －24.0

 高 速 道 路 等 ３ 5.8 ４ 8.2 １ 33.3

路線別 

（人） 国 道 16 30.8 12 24.5 －４ －25.0

府道・市町村道等 33 63.5 33 67.3 ±０

　 (3) 高齢者の交通死亡事故の主な特徴（令和７年中）  

区　　分 件数・死者数 内　　訳

高 齢 運 転 者 が 
９

  65～74歳 ６（66.7％）
第 １ 当 事 者 

（前年比－６）
年 齢 層 別 

となる事故（件） 75歳以上 ３（33.3％）

   昼　　間 ４（44.4％）
  昼 　夜　 別 

歩　行　中  等
 

９
 夜　　間 ５（55.6％）

（人）
 

（前年比－６）
 
  １km以内 ４（44.4％）

         自宅との距離 
１ k m 超 ５（55.6％）
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 13　交通安全施設の設置状況（令和８年３月末現在） 

区　　　　　　　　分 備　　　　考

交 電 光 式 交 通 情 報 板 基 42                  　　 

通  

管
 小 型 文 字 情 報 板 基 105  

制
       

機 光 ビ ー コ ン 基 1,221

器 

交 通 監 視 用 テ レ ビ 台 97

 定周期式 基  2,478 ※ 全信号機 

            　　 3,361　基中 

信 感応式 基  272      集中・系統式 

            　　 1,960　基 

号 押ボタン式 基 563 ※ 視覚障害者用付加装置 

 　　　　　　      577　基 

機 特殊(列車感知･ﾀﾌﾞﾚｯﾄ) 基 22 ※ 歩車分離式信号（一部歩車  

 分離を含む） 

一灯点滅式 基 26                　 133　基

 可変式 面 267 ※ 自発光式標識 

道 　　　　　　    　480　枚 

路 固定式 枚 4,137  

標 ※ 実線標示 

識 路側式 枚 174,107             　1,272.7　Km 

・    （うち高輝度標示） 

標 横断歩道 本 19,548                 309.3　Km 

示 ※ 図示標示 

自転車横断帯 本 2,283 　　　　　     93,610　個

    

 14　災害被害発生状況（令和７年中） 

区　　　分 台風 大雨 強風 高潮 地震 津波 雪害 合 計

 死　者 0 0 0 0 0 0 0 0

人 的 被 害 

負傷者 0 0 0 0 0 0 3 3

建 物 被 害 棟 0 21 0 0 0 0 0 21

  （注) 件数については、京都府集計による。 

 



- 15 -

 15　サイバー犯罪の検挙状況等 

   (1) サイバー犯罪の検挙状況                                                           

  

 令　和　６　年 令　和　７　年 増   減

区　　　　　　分 

件 数 人 員 件 数 人 員 件 数 人 員

不 正 ア ク セ ス 禁 止 法 8 2 6 6 -2 4 

不正指令電磁的記録に関する罪 0 0 2 1 2 1 

電 磁 的 記 録 対 象 犯 罪 23 6 17 4 -6 -2 

ネ ッ ト ワ ー ク 利 用 犯 罪 170 113 228 149 58 36 

合   　　     計 201 121 253 160 52 39 

   (2) サイバー犯罪等に関する相談の受理件数                                          

区　　　　　　分 令和６年 令和７年 増　減

詐 欺 ・ 悪 質 商 法 等 に よ る 被 害 に 関 す る も の
 
3,347

 
3,218 -129 

名誉毀損・誹謗中傷、脅迫による被害に関するもの
 
540

 
608 68 

不 正 ア ク セ ス に よ る 被 害 等
 
769

 
1,207 438 

不 正 プ ロ グ ラ ム に よ る 被 害 に 関 す る も の  26
 
8 -18 

個 人 情 報 の 窃 取 等
 
1,239

 
1,180 -59 

不 審 メ ー ル 等 に よ る 被 害 に 関 す る も の
 
421

 
454 33 

違 法 情 報 ・ 有 害 情 報 の 通 報 等
 
142

 
107 -35 

そ の 他 （ サ イ バ ー 関 係 ）
 
484

 
233 -251 

合   　　     計 6,968 7,015 47 
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